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はじめに
ギャンブル依存問題への認識
大企業の現役会長が、子会社から不正に借り入れた 億 万円の大半を海外カジ
ノで使い果たしてしまうという前代未聞の事件が 年 月に発覚した。
バカラ ゲームごとに 千万円以上を賭けていた元会長は 地獄の釜の蓋が開いた瀬
戸際で味わう、ジリジリと焼け焦がれるような感覚がたまらない。このヒリヒリ感が
ギャンブルの本当の恐ろしさなのだと思う と自己のギャンブル観を語っている ）。
年 カ月の間に つの子会社に不正な資金調達を億円単位で命じ続けるなど、ギャンブ
ルをやめられなかったことについて 勝った時の高揚感もさることながら、負けたとき
の悔しさと、次の瞬間に湧き立ってくる 次は勝ってやる という闘争心がまた妙な快
楽を生む。だから、勝っても負けてもやめられないのだ と自己分析している。
ギャンブル依存に陥る過程を標準化した谷岡一郎氏の分析モデル ギャンブルにはま
りゆくパターン ） に指摘されている典型的な道筋を元会長は突き進んでいったようで
ある。まず、海外カジノに通い始めた初期段階においては、バカラゲームで元金の数百
万円が 億円にまで大勝ちするという 大当たり経験 を体感した。事件発覚寸前で
は、 億円の軍資金を持参して カジノ史上誰も成功させたことがない奇跡を呼び起こ
すのだ。そして私は伝説をつくる ） などの妄信的な自信を頼りにしてゲームテーブル
に立つ姿は 最大の大勝負 という破滅の最終段階に見られる兆候そのものである。
元会長は、巨額な借入金を自己資産で全額返済したが、 年 月に東京地方裁判所
より会社法違反（特別背任）の罪で懲役 年の判決を受けて服役している。当時の雑誌
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報道では、 代の元会長は創業家の長男であり一般家庭では想像できないような裕福な
家庭で育ち、経済的にも社会的にも成功者としての地位を苦労することなく獲得できた
特権的な生い立ち環境であったがゆえにギャンブルにのめり込んでいった、という内容
の記事が散見された ）。確かに、カジノの軍資金として一回に何億円ものお金をつぎ込
める環境は特異な立場であるが、人並み外れた財力をもっていたから過度なギャンブル
依存に陥ったとは断定できない。
お金持ちボンボンの放蕩として冷笑するだけでは、この巨額不正借入金事件の本質は見
えてこない。ギャンブルがやめられないという依存度合いが高くなるにつれて借金や不
正を犯してまでもギャンブル資金を調達しようとする行動パターンが現れてくる。資産
家であり社会的に大きな責任があることを自覚している大企業の経営者でさえも、重度
なギャンブル依存に陥ると、典型的なのめり込みパターンをたどるという本質を見逃し
てはならない。ギャンブラー本人と家族、そして社会全体が過度なギャンブル行動によ
り発生する問題の実体を認知し、深刻化を防ぐための的確な支援介入が提供できる環境
づくりが求められている。以上、問題提起として巨額不正借入金事件を取り上げた。
本稿における ギャンブル依存 とは、ギャンブル行為を続けることが自己に不利な
結果を招くと分かっていながらもギャンブルがやめられなくなっている状態を指す。
ギャンブル依存問題 とは、ギャンブルに没頭しすぎることによって発生する個人
的・家庭的・社会的問題を指し、友人から信用を失うという個人的なことから、犯罪行
為にてギャンブルの資金を調達しようとする社会的な悪影響など、依存に関連する問題
が幅広く含まれている。 問題ギャンブリング は、ギャンブル依存の度合いを示して
おり、このままのペースでギャンブルを続けると崩壊的な結果に陥る恐れのある状態を
さしている。ギャンブルのことを四六時中考えているとか、ギャンブルしていたことを
隠すためにウソをついたことがあるなどアメリカ精神医学学界による 精神異常状態の
診断的・統計的マニュアル（ ） での評価基準 項目において 項目以上に該当
する状態であるといえる。 問題あるギャンブリング は同意語であり、 問題ギャンブ
ラー は問題ギャンブリングに陥っている人の意味である。研究者によっては ギャン
ブリング障害（ ） という語で表現されることもあるが、本稿では
問題ギャンブリングに統一して論をすすめる。 病的ギャンブリング とは、元会長の
ごとく過度なギャンブル依存に陥った状態であり、 の評価基準に つ以上該当
する状態である。同じ意味として 強迫的ギャンブリング という表現もある。広義の
問題ギャンブリングの枠内に病的ギャンブリングは含まれている。
ギャンブル依存者の実体数に関する海外調査の実績を引用すると、成人人口のおおよ
そ ％が病的ギャンブラーであるされている ）。この比率を日本にあてはめると約
万人から 万人が極度なギャンブル依存に陥っていることになる。正確な実態調査
は難しくこれらのデーターを単純に鵜呑みするわけにはいかない。しかし、仮に成人人
口 ％の、そのまた 割の人が極度なギャンブル依存に陥っていると仮定しても 万人
もが元会長と同じような精神状態にあることになる。
日本においては、ギャンブル依存問題に対して科学的に真正面から取り組んできたと
は言い難い。これからは、最低でも 万人以上が借金による人生破滅や横領・強盗など
の犯罪に陥りかけていると仮定して、総合的施策を実践できる仕組みを構築していくこ
とが求められている。
論文の目的と分析手法
ギャンブル依存問題に関する調査研究・抑制策・治療体制整備への取り組みは、カジ
ノ先進国である米国がはるかにすすんでいる。連邦政府、州政府、規制当局、カジノ企
業、非営利団体、医療機関、地域コミュニティーがネットワークを通じて役割を果たせ
るシステムが構築されている。特に、民間部門が積極的にギャンブル依存問題に取り組
む動機として、規制による義務に加えて、 ソーシャル・マーケティング の哲学が普
及しているからと推測する。
社会的問題の解決や社会的価値を高めるために商的マーケッティングの手法を応用す
ることをソーシャル・マーケティングという。 年代の米国でフィリップ・コトラー
らによって提唱された概念であり のマーケッティング とか 社会志向のマー
ケッティング とも呼ばれている ）。カジノ運営企業にあてはめると自らの社会的使命
を模索することであり、自己の粗利益が減少しても顧客の極度なギャンブル依存を抑制
するための自己規制や、予防・治療における質向上のために財政的な貢献をすることと
なる。
日本におけるギャンブル依存問題への対策を発展強化させるために諸外国の経験から
手がかりを得ようとすることが本研究の目的である。米国で活躍する二つの非営利団体
を取り上げて比較分析することにより日本へのレッスンを導き出すよう試みる。
取り上げる団体は 問題ギャンブリング全米評議会（
ギャンブル合法化とソーシャル・マーケティング
） と 責任あるゲーミング全米センター（
） である。ソーシャル・マーケティングがゲーミング産業においてどのように
実践されているのか考察するために民間非営利団体を本論文の分析対象とした。問題
ギャンブル全米評議会（ ）は治療関係者らを中心にしてギャンブル依存問題に対
してもっとも早い時期から取り組みはじめた老舗的存在の全国組織である。責任ある
ゲーミング全米センター（ ）はカジノ業界が自ら立ち上げた団体である。生い立
ちの異なる団体の設立背景と目的、そして主要活動プログラムのターゲット（サービス
の受給者）と活動財源について比較分析しながら団体の特徴と社会的な役割を明確にし
ていく。社会に対してアピールしたい考え方や事業をホームページにて各種団体は強調
する傾向を鑑み、二つの団体が運営しているホームページを主要な分析資料とする。
問題ギャンブリング全米評議会（ ）
設立背景と目的
）設立の経緯
年、ニューヨーク市で司教をつとめる とオハイオ州の医師で
ある らによって の前身である 強迫的ギャンブリングに関す
る評議会（ ） が設立された。ニューヨーク市でギャ
ンブル依存からの回復にはげんでいた ギャンブラー・アノニマス の役員らは増加し
続けるギャンブル依存問題に危機感を抱いていた。しかし匿名でリハビリ活動をしてい
るため自分たちではギャンブル依存に取り組む団体を立ち上げることができない。そこ
で同団体の精神的アドバイザーであった 司教に評議会の立ち上げを依頼したこ
とが発足のはじまりであった、と初代代表をつとめた 司教は述べている ）。
ギャンブルに対する道徳的な見解が分散していたこともあり、ギャンブル依存を社会
問題として取り上るという気運は薄かった。例えばプロテスタント教会関係者は広がり
つつあったギャンブルの合法化に強く反対しているが、カトリック教会関係者はギャン
ブルの濫用を特に問題視していた。ユダヤ教のリーダーらも濫用を危惧しているもの
の、社会奉仕を目的としたギャンブルは容認しており、ギャンブルに関する共有された
課題は定まっていなかった。貪欲であるがゆえに堕落している者たちであり、家族や仕
事、地域社会を軽視する未熟な人間であるというのが当時のオピニオンリーダーや政治
家、医療関係者が持っていたギャンブルに依存している人への典型的な認識であった。
このような状況のなか、ギャンブル依存は病気の一種であり、治療する必要があると
いうことを社会的に認知せしめることを最優先の課題として 強迫的ギャンブリングに
関する評議会 が設立された。ニューヨークとオハイオ州で 司教と 医師
によるギャンブル依存者への治療や啓発活動、そしてギャンブル依存を公衆衛生におけ
る課題として社会的に認知されるようするための取り組みが当初の活動であった。
その後 年には非営利団体としての法人格を取得するなど活動がさらに拡大化して
いく。ちょうどこの時期 年から 年にかけて、連邦政府の主導による ギャンブ
リングに対する国家政策の精査に関する委員会 がギャンブル依存問題に関する全国的
調査を実施した。調査から、ギャンブルへのアクセスが比較的容易な環境にあるネバタ
州において病的ギャンブラーの発生率が全国平均の約 倍になるという結果がでた。こ
の調査結果は、各州にギャンブル合法化が広がっていくなか、さらに病的ギャンブラー
が増大するという懸念とともに評議会活動の必要性を確信させるものとなった。
）活動目的
はギャンブル依存に苦しむ問題ギャンブラーとその家族を支援する取り組み
の提唱者（ ）であると自らを位置づけ、以下にある三つの目標を代表的な使命
として紹介している ）。
病的ギャンブリングについての社会的認識を高めること。
問題ギャンブラーとその家族への治療機会を広めること。
予防と知識に関するリサーチとプログラムを推進すること。
これらの使命を達成するために 年に中期的な戦略目標が策定されており、この戦
略目標に沿って毎年の優先目標が決められている。 コからなる戦略目標は 年まで
の達成が求められており、組織運営と既存プログラムの強化策や会員拡大が挙げられて
いる。全 州に州支部組織を設立することや法人会員 社、個人会員 名、認可さ
れたギャンブリングカウンセラーを 名にすることなどの具体的な数値が掲げられて
いる。
ギャンブル合法化の賛否については政治的に中立であることを宣言している。中央レ
ベルでの取り組みを主としており、地方での役割は地域支部にゆだねることとなっている。
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）組織構成
業界団体などロビー関連事業者が集積しているワシントン オフィス街の中心地に
の事務局がある。州単位で活動している地域支部と法人会員、個人会員の三層
構造で組織が構成されている。 州に地域支部が存在している。大手・中堅カジノ運営
会社や州の宝くじ機関、ギャンブル機器メーカーの業界団体などが法人会員のメンバー
となっている。カウンセラー、研究者、問題ギャンブラー本人とその家族など多種多様
な人が個人会員となっている。
理事 名と専務理事 名によって団体運営の中枢となる理事会が構成されている。一
期で 年任期となる理事は地域支部の役員から 名、企業・団体会員から 名、個人会
員から 名という比率を基準に選任されている。社会奉仕関係団体の職員を筆頭にカウ
ンセラーや医療機関でのキャリアをもつ理事が多い。
毎年開催される定期大会で理事と代表理事が選任される。 年度の代表理事である
氏はワシントン州にある支部の役員経験者である。ギャンブル依存
問題について社会的な認識を高めるための活動経験が豊富であり、ワシントン州の宝く
じ機関（ ）で問題ギャンブラーに関するプログラムを担当したの
ちにコミュニケーション部長を務めた経歴をもっている。ギャンブル依存問題をかかえ
る人たちを直接支援した経験者らによってこの団体は運営されている
活動内容
の活動対象を ）問題ギャンブラー対象、 ）関係者対象、 ）パブリック
対象に 分類にして考察する。
） 問題ギャンブラー対象事業
の最も特徴的で重要なギャンブラー向け事業が 問題ギャンブルに関する悩
み相談電話ネットワーク（ ） である。
通称 ヘルプライン （ ）と呼ばれており、 年代後半よりスタート
し、 年 日 時間体制で全米とカナダからの相談電話に対応している。 時間体制
で全米を網羅しているギャンブル関連の電話相談ネットワークは 以外には存在
しない。
テレビとラジオによる宣伝に加えて 以上ものウエッブサイトに電話番号が紹介さ
れている。大手カジノ運営会社が発行している 万枚の会員カード（シーザース社発
行の ）の裏面にも番号が記載されている。 年に相談を受けた
電話数は 万 件であり、 秒ごとに一件の電話がかかってきたことになる ）。この
電話数を全国に か所ある電話センターをフル稼働して事業を継続している。
問題ギャンブリングの深刻化抑制と回復支援がヘルプラインに期待されている目的で
ある。問題ギャンブラーの 割弱は自殺を試みるという調査データーがあり、 時間体
制を保持することと、ヘルプラインの周知、質の高い電話応対手法が重要であると強調
している。
ギャンブル依存度合いを自己評価できるサービスが二つ目の特徴的な取り組みであ
る。 の設問に 形式で回答してメール送信するだけで、後日に評価が返信
されてくる。その結果によって専門カウンセラーに相談するなどの助言を受けられる。
また、アメリカ精神医学学界の定める における 項目の設問も別に記載されて
おり、自己問診して一つ以上の設問に該当するようなら地域の専門カウンセラーに相談
することがすすめられている。電話相談でも地元カウンセラーの紹介を受けられるし、
サイトを通じても近隣カウンセラーや入院施設を検索できるようになっている。加え
て、過去にサイトを利用して自己の問題ギャンブリングを自覚して回復に向けて努力し
てきた人らの経験談が紹介されており、ギャンブル依存問題について物語的に自覚でき
るように工夫されている。
）関係者対象事業
問題ギャンブリングの研究者や治療提供者、そして規制官庁や議会、非営利団体、カ
ジノ関連企業で働く人が本稿のいう 関係者 である。関係者に向けて展開されている
主要な事業を つ紹介する。
治療関係者を対象にしている ギャンブルカウンセラー認証プログラム が
の特徴的な事業としてあげられる。ギャンブル専門カウンセラーの質向上とカウンセリ
ングへのアクセス普及を目的としており、カウンセラーの正式名称は 全米認定ギャン
ブルカウンセラー（ ） という。ギャンブルカウ
ンセラーはレベル とレベル があり、どちらも が連携団体（
） と主催する資格試験に合格することが条件
とされている。試験以外には、レベル カウンセラーは らが主催する 時間研
修コースの修了と 時間以上のカウンセリング経験が求められている。レベル では
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さらに 時間コースの修了とカウンセリング経験 時間の条件が課されている。
テストは年に 回開催され ドル（会員は ドル）の費用がかかる。問題内容は
ギャンブル依存問題への基本的知識からカウンセリングの実践手法までと範囲は広い。
例題を紹介すると、質問 カウンセリング中に問題ギャンブラーが自殺したいと言い出
したらどうすべきか。回答は 択形式で、 クライエントの大切な人にすぐ電話する、
先輩カウンセラーに相談する、 どれくらい真剣なのか見極める、 すぐに病院に連
れていく、これらより正解を選ぶことになる。本題では 番が正解である。
第 に、政治家や規制当局、そしてギャンブル運営企業に対する 政策提言 も設立
時からの重要な役割である。問題ギャンブラーの発生抑制と啓発教育、治療、規制の実
施、そして調査研究を同時進行で推進するべきとする基本概念が提言内容の柱となって
いる。このプログラムは （
） と呼ばれる手法で、統合的な施策でなければ政策効果が小さくなるうえに、
一部のみの政策実施では政策コストも最終的には高くなってしまうという考え方に基づ
いている。
近年は、急激に広まりつつあるインターネットギャンブリングへの規制強化を強調し
ている。依存性の高いゲームであるが、 責任あるギャンブル戦略 が依存の抑制策と
して有効であり、独自の規範（ ）を作成公表
して具体的に依存抑制を提唱している。責任ギャンブルとはゲーム提供者であるカジノ
運営企業が自主的に、もしくは規制により、自己の売上高が下落することであったとし
てもギャンブル依存を抑制する施策を実行することである。社会的な利益を高めるため
の行為である。
具体的な責任あるギャンブル戦略提言は、連邦議会下院の財政歳入委員会で 年
月に 専務理事が参考人として証言した内容に詳しく述べられている ）。長年の
経験則と調査からインターネットギャンブル利用者はまだ少ないが、すでに問題ギャン
ブラーとなっている人がさらに追加的なゲームとして利用していると推測できる。週単
位・月単位における利用限度額の設定、利用者を特定することで濫用者を識別する、利
用者からの申告によりゲームに参加できないようにするなど責任ギャンブリング戦略の
典型的手法に基づいた提言をしている。
法案に関連した によるロビー活動の例として 年 月に下院議会へ提出さ
れた 包括的問題ギャンブリング法（
） が挙げられる。この法案は、公衆衛生サービス法（
）を一部改定して、精神病を担当する連邦政府の官庁（
）がギャンブル依存問題の主務官庁となり、予
防や治療、原因究明に関する施策を総括的に実施できるようなることを求めている。
は、趣旨に賛同する議員に法案提出を働きかけ、法案提出後は草の根キャン
ペーンを展開して法案成立に向けた支持を世論から得ようと活動した。しかし、提案者
代表のモーラン下院議員（ヴァージニア州選出）が議会で提案理由を説明したのち、健
康小委員会に付託されたものの、委員の賛同を得られず一度も審議されることなく廃案
となっている。
第 に、毎年開催される コンフェレンス（
） も関係者向けの大切な事業である。 回目にあたる 年度は 月にワシント
ン州シアトル市で開催された。参加者約 名の内訳をみるとカウンセラー ％、関連
団体職員 ％、政府関係 ％、ゲーム関連企業 ％、研究者 ％、その他 ％となって
いる。 日間の日程内で、講師 名によって の問題ギャンブリングに関するプレゼン
テーションが行われた ）。基調講演はソーシャルネットワークなどの新しい技術開発に
よってギャンブルが今後どういう影響を受けるのかという内容であった。新たな知識の
取得と交流が参加者にとっての目的である。コンフェレンス出席によってカウンセラー
資格に必要な研修単位を取得することもできる。期間中に の理事が選任される
のとあわせて、提言活動、予防、治療、 、啓発教育の部門で功績あった個人と団
体への表彰がなされる。
）パブリック対象事業
代表的な取り組みは 問題ギャンブリング認知月間（
） である。毎年 月に一か月間かけて の地域支部や団体・
企業会員、そして趣旨に賛同する団体が草の根活動を全国規模で自主的に展開する。問
題ギャンブリングについての社会的認識を高めることが主目的である。健康医療関連に
従事している専門家がギャンブル依存の兆候を見逃さないようになること、ギャンブル
の悩み相談が地域で受けられる体制がすでに整っていることの周知が特に強調されてい
る。
あるカジノ企業は問題ギャンブルに関するデーター表を館内に一週間ほど展示し、顧
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客対象に無料の昼食勉強会を開催した。地域支部はテレビなどマスメディアへの情報発
信に加えて、州知事スタッフとの朝食勉強会を主宰するなどのイベントを多数開催す
る。精神病診療所では無料で問題ギャンブリングに関する診察などが提供される。一か
月間でマスメディア等を通じて訴えを 億人に伝えることができたと推定されている ）。
この他の特徴的な取り組みとして 祝日宝くじキャンペーン（
） がある。クリスマスなどの時期に宝くじゲーム（ナンバーズのようなもの）を
子供にプレゼントしないようにしようというキャンペーンである。子ども時代から宝く
じゲームに親しんだ人は成人してから問題ギャンブラーに陥る可能性が高くなるという
調査結果に基づいており、趣旨に賛同する宝くじ企業と連携して広告宣伝を広めている。
財源
年度における の総収入額は約 万円、そして活動を継続するために約
万円を支出した。米国税庁に提出された非課税に関する申告書である
を参考にして収入と支出に分けて の財政を分析する ）。
）収入
年度から 年度までの期間をみると、全収入の 割から 割弱が寄付と助成金
によってまかなわれている。これに毎年度のコンフェレンス関連収入とカウンセラー資
格承認に関する事業収入を加えると、ほぼ 割近い収入源となる。区分別の収入源と過
去の推移を表にした。
年度の寄付金と助成金の構成を分析すると、個人と企業・団体による会費収入が
全体の 分の を占めている。個人会員費年間 ドルや企業や団体会員による ド
の収入
年度 年度 年度 年度 年度
寄付金と助成金
事業収入
投資関連（利子等）
その他の収入
収入合計
米国税庁 を参考に著者が作成した。数値は米ドル、単位は ドル。
ルから ドルまでの各種年会費によって成り立っている。残り 分の は寄付金に
よって担われている。寄付金の半分以上は大口寄付者によって支えられている。事業収
入の内訳は、コンフェレンス関連収入が 割以上を占め、カウンセラー認証収入が
割、その他はヘルプライン関連や広報物販売収入が担っている。
大口寄付者を詳しく分析すると、ギャンブルゲーム機メーカー 社 による約
万円（ ドル 円換算）を最大額として、コネチカット州のカジノ運営会社
社 による 万円など、合計 者のカジノ関連企業・団体が支援をし
ている。これらの支援企業は、 活動の一環である問題ギャンブル対策に寄付を通
じて取り組んでいることを自己のホームページで紹介している。どのような動機で
に多額の寄付をする判断にいたったのか考察することは今後の意義ある研究
テーマとなりえる。 年度から 年度における大口寄付者と金額を表にした。
上表より全寄付収入の半分強を 社未満の大口寄贈者によって担われている実情が読
み取れる。この傾向は 年代中盤から続いている。
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大口寄付者リスト （単位は 米ドル）
年度 年度 年度 年度
企業・
団体と
寄付額
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
…
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
全寄付
に対す
る割合
％ ％ ％
大口寄付者とは寄付収入全体額の ％以上を支援した者を指す。
を参考にして著者が作成した。
）支出
支出総額は拡大傾向にある。 年度から 年度における支出と収支バランスを下
表にまとめた。
支出総額は 年間で 倍に跳ね上がっている。拡大にあわせて赤字が発生してい
る。これまでの資産で赤字に対応できているが、今後は、自己の中期戦略目標で示され
てあるように会員拡大などの体制強化が急務となっている。
何に支出されているか把握するために、事業関連支出と運営管理支出に項目をわけて
分析する。代表的な支出を取り上げて下表にまとめた。
支出総額表 （単位は 米ドル）
年度 年度 年度 年度 年度
支出総額
収支バランス
繰り越し資産額
を参考に著者が作成した。
事業関連支出表 （単位は 米ドル）
年度 年度 年度 年度 年度
事業関連総額
カウンセリング・
研修関連
ヘルプライン
関連
ロビー活動関連
（記載なし）
運営管理関連支出表 （単位は 米ドル）
年度 年度 年度 年度 年度
運営管理
関連総額 （資金集めイベ
ント費用含む）
人件費・
社会保険関連
を参考に著者が作成した。
各年度によって の記載様式がことなるため統一された基準で算出されているとは限
らないことに注意。記載されていない項目がある場合は著者が算出した。
ヘルプライン関連支出は日本円にして 千万円以下となっている。地域支部において
ボランティア組織が多用されているとしても全米にて年中無休 時間体制の電話相談を
この額で展開することは難しいと考える。あくまで、 がヘルプライン関連に支
出した金額が記載されている資料であり、今後は取り組みのコストを正しく理解するた
めに事業ごとの総費用を分析する必要がある。
事業関連支出の傾向をみると、ヘルプラインやロビー活動への費用はほぼ横ばいであ
る。しかし、問題ギャンブラーへのカウンセリングと関係者への研修関連費用が毎年お
おきくなっており、 年と 年を比べると 倍にまで拡大している。事業費が膨ら
んだ主要因となっている。
運営管理関連支出においては人件費関連の増加傾向が著しい。 年から 年で
倍以上に増えている。人件費関連はもともと割高傾向にあったが、 年度では支出総
額の 割を占めるまでになっている。寄付と会費収入の 割以上は人件費関連に使われ
ていることになる。この間の常勤スタッフ数は 名と一定しており、増加した人件
費関連はカウンセリング関連の支出であると考えられる。 年代に入ってからか急激
にカウンセリング活動が活発となり、そのことを裏付けるようにカウンセリング関連の
人件費も拡大している。
責任あるゲーミング全米センタ （ー ）
設立背景と目的
） 設立の経緯
年、カジノ関連企業 社からの寄付を原資に非営利団体として責任あるゲーミン
グ全米センター（ ）は設立された。カジノ産業の主要業界団体である アメリ
カ・ゲーミング協会（ ） が旗振り役であった。
当時のアメリカ・ゲーミング協会（ ）代表フランク・ファーレンコ（
）は 年代に全国共和党委員会委員長として米大統領選挙で重大な役割
を果たすなど、政治的に鋭い嗅覚をもった弁護士であった。ギャンブル合法化の波が全
米に広がっていくと同時に問題ギャンブラーが増えつつあること、そして、ギャンブル
依存に陥り財産や家族などすべてを失った人の悲惨な実例がメディアで取り上げられは
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じめたことにゲーム産業の健全育成に危機感をファーレンコは感じた ）。これまで、さ
らなる税収を期待してギャンブル合法化に積極的であった州政府や議会関係者が態度を
一変して極度な規制強化に転ずることを危惧した。
ファーレンコが 代表に就任した一年前の 年に、たばこ産業団体の代表者が
連邦議会の委員会公聴会において ニコチンには中毒性がない と発言したことによっ
て、世論から信頼を失ったエピソードを広報戦略の教訓とした。ギャンブル依存問題が
存在することを認めるだけでは不十分であり、依存の原因や初期症状、社会的影響にま
で踏み込んだ研究において業界自らがリーダーシップを発揮することなくして産業への
信頼をこれまでどおり得ることができなくなると判断した。このコミュニケーション戦
略を実践する機関として が設立された。
のホームページにおいては、設立当時はギャンブルに関する調査研究が少な
いうえに、同僚評価制度に乏しく科学的な質を維持できる環境ではなかった。調査研究
の質向上を目的として が設立されたと簡潔に紹介されている ）。
）活動目的
極度なギャンブル依存と、若者とギャンブル依存の関係における科学的調査研究の質
向上を推進することによって、ギャンブル依存問題（原文では ギャンブリング障害
）に陥っている個人と家族を救うことが の使命であるとさ
れている。
具体的な目的を三つに分類して紹介する。
調査研究の科学的な信頼性を高めるために同僚評価ができる研究体制を整える。
最新の研究成果を問題ギャンブリングの予防と診断、介入、治療に取り入れられる
ようする。
問題ギャンブリングと責任ギャンブリングについての社会的認識を高める。
）組織構成
の事務局はボストン市とワシントン州シアトル市、そしてワシントン に
分散されている。主要スタッフも三つの事務局に分散して勤務している。ワシントン
事務局はギャンブル産業業界団体の と同じ住所になっており、 に付随
する外郭団体的な存在であることを 自身も認めている。
会員制度はなく、地域支部も存在しないが、特徴的な 機関が内部に設置されてい
る。第一は、申請内容を吟味してどの研究プロジェクトに助成金を出すかを決める 科
学アドバイザー部会（ ） がある。カジノ産業にとって都合
のよい研究に偏るのではないかという疑念を持たれないようするための重要な役割を
担っている。第二の 同僚評価パネル（ ） は がかかわる研
究内容を研究者による同僚評価方式によって科学的精度を維持することが期待されてい
る。三つ目の機関として、 年ほどつづく研究事業への助成金活動を 卓越した
センター（ ） と命名し、ミネソタ大学とイェール
大学、シカゴ大学において研究プロジェクトが展開されている。
運営は、幹部理事 名と理事 名の 名によって担われている。カジノ企業重役や
問題ギャンブラー支援団体役員、医療施設役員、元規制担当者、そして専従スタッフが
理事の主な経歴である。会長職にある 氏は大手カジノ運営会社
（ ）の広報担当副社長である。大学で舞台芸術を学び、広報
担当者としてカジノ業界入りしてからは社内外で問題ギャンブル対策と責任ギャンブル
の実践普及に携わってきた経歴を持つ。カジノ産業業界では責任ギャンブリング戦略の
第一人者として高い評価を受けている。ユニークな理事として元ラスベガス市長の経歴
を持つ 氏が大手カジノ運営会社（
）コンプライアンス担当副社長の立場で参画している。ギャンブルゲーム供給サイ
ドからの人材が主流を占める役員構成であるといえる。
科学アドバイザー部会の構成は、ミネソタ大学の精神科医 先生を委
員長として、心理学教授や疫学教授である理事 名で構成されている。
活動内容
前章と同様に、事業対象者を 分類して考察する。
）問題ギャンブラー対象事業
問題ギャンブラーに直接働きかけるプロジェクトはない。ギャンブル依存問題に苦し
む人がサイトを閲覧した場合を想定して、役に立つインターネットリンク先として
やアノニマス団体など つのサイトが紹介されている。この他にヘルプライン
を利用することが勧められている。
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） 関係者対象事業
取り組み内容を分類すると、ギャンブル依存と責任ギャンブリングに関する 研究支
援 と 学習機会の拡充 そして 教材提供 の三つに分けられる。
研究支援の支柱は助成金制度である。設立時の 年からはじまりこれまでに約
件以上の研究を助成してきた。 年度では約 万円が 分野の研究テーマに助成さ
れた。助成総額は過去 年で 倍強に拡大されている。カジノ産業のさらなる強い責任
感を受けて、 年度はこれまでの 倍にまで、 年度以降はさらにその 倍となる
約 億 万円にまで助成総額を拡大する方針が打ち出されている ）。過去 年の助成
金総額と研究テーマ数を下表にまとめた。
これ以外の助成金として、中期プログラム 卓越した センター が つの大
学医学部内で 年より実施され、一つの研究プロジェクトに 年間で約 万円が助
成されている。助成金の種類は 年度では 種類用意されているが、年度によって若
干の加減がある。大別すると 年以内で終了できるプロジェクトに最高額約 万円ま
でと 年以内のプロジェクトに約 万円まで支援する二種類の仕組みが設定されてい
る。また、研究内容を審査するのでなく、ギャンブル依存につながるテーマを研究する
若手学者を育成している研究機関を助成する制度も新設されている。 年間で約 万
円の支援が準備されている。
ギャンブル依存問題とその他の中毒性障害に関する研究が助成対象とされており、研
究成果がギャンブル依存の予防や症状発見、治療に役立つことが求められている。
年に 万円までの助成を受けた研究をみると、勝敗の精神的受け止め方はギャンブル
技能の度合いによって違うのか、精神的トラウマとギャンブル依存の関係などのテーマ
となっている。 年で 万円の助成を受けた研究プロジェクトは、ギャンブルに熱中
する大学生にとってスマートフォンによるソーシャルメディアは有効な介入策となる
か、病的ギャンブラーの衝動的欲求をドーパミンによって調整する際におきる神経系の
助成金総額 （単位 米ドル）
年度 年度 年度 年度
助成総額
研究テーマ数
ホームページ資料を参考に著者が作成した。下三ケタは四捨五入した。
相関関係などがテーマとなっている。
申請された研究プロジェクト案は、科学アドバイザー部会による監督のもと同僚評価
パネルに所属する 名近い学識経験者によって審査され、 か月以内に結果を出すこ
ととなっている。テーマの重要性や研究結果の波及効果などを評価基準とするようあら
かじめ定められているなど、カジノ業界の利益に関係なく公平中立なプロセスで評価さ
れていることが強調されている。成人人口の約 ％が病的ギャンブラーに該当している
ことが分かるなど、 が助成した研究報告によって今日におけるギャンブル依存
研究の基礎が出来上がっているといえる。
ギャンブル依存問題と責任ギャンブリングに関する 学習の機会拡充 に関する取り
組みは 卓越した責任ゲーミング研修パートナーシップ（
） に凝縮されている。略称 とよばれるこ
のプログラムにカジノ関連企業や団体が入会すると、 が開発した責任あるギャ
ンブリング戦略に関する社内研修用教材をすべて活用することができる。ハーバード大
学に所属する研究者らによって作成されたギャンブル依存の科学的根拠や責任ギャンブ
リングの有効性についての講義を社員らはオンラインで受講でき、その後、オンライン
を通じて試験を受けることもできる仕組みとなっている。社員研修の企画や講師派遣も
加盟企業の要望に応じて提供できる。
年より毎年開催されている コンフェレンス（
） も関係者にとって重要な学びの場となっている。 年に開催された
コンフェレンスは 日間で講師 名によって の講義が開催された ）。登録料は ド
ルで、受講は中毒症関連研究者むけ講義の学術単位としても認められている。効果的な
予防や治療法、効果的な介入策の事例が紹介されたり、ギャンブル依存からの回復状態
についての定義が議論されたりした。もっとも貢献度の高いとされる研究が毎回このコ
ンフェレンスで表彰されている。
三つ目の特徴的な取り組みは 教材の提供 である。 が支援した研究論文は
すべて季刊誌にて出版され関係者に配布されている。専門的な論文から路上で配布でき
るビラの類までを含めた出版物のすべてが研究分野ごとに仕分けされており簡単にホー
ムページからオンラインで入手できるようなっている。若年者のギャンブル依存対策の
一環として、大学運営関係者や青少年スポーツ活動の関係者がカリキュラムに活用にで
きる教材が準備されている。事実レポートによると ％の大学生は毎週ギャンブルをし
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ており、ギャンブルに関する正式な校内ルール策定などの必要性を訴えている ）。 ス
ロットマシーンのミステリーを解く と題された広報物では、よく出る ホットマシー
ン や逆になかなか出ない コールドマシーン は存在しないなど、スロットマシーン
への誤解が 形式で紹介されており、関係者が学生に対してそのまま活用できるよ
うデザインされている。
）パブリック対象事業
がパブリック向けに積極的に働きかけしている自前の広報イベントはない
が、 が毎年 月の第 週目に主催する 責任ゲーミング教育週間（
） へ積極的に賛画することを啓発活動の一環と位置付けてい
る。ギャンブル依存問題に関する最新の研究結果を教材にして提供するなどソフト面で
イベントに貢献している。
年からはじまった責任ゲーミング教育週間（ ）はカジノ産業の従業員と
顧客が責任ギャンブリング全般について認識を高めることを目的としている。従業員が
責任ギャンブリングに関する知識を復習し、いかにして顧客サービスに適用していくか
を再考する機会となるよう期待されている。従業員の日々の仕事を通じて社会的認識を
高めることが意図されている。
加盟企業はこの期間中に や が作成したビデオや出版物の教材を活
用して社員研修会や資料配布などを企画する。毎年度、テーマが設定されおり、 年
度では みんなで責任ギャンブルを と題して地域コミュニティーとの連携が強調され
た。 年度は あなたにとって責任ギャンブルとは？ というテーマで、従業員が責
任ギャンブリングの本質を簡潔に説明できるようなることが目標とされた。作成された
研修ビデオには、ゲーム前に勝率を正しく知ること、やり過ぎないようにする、一日の
予算と時間を決める、ギャンブルのために借金をしない、 歳以下はカジノゲーム禁
止、負けを追わない、強いストレスを感じる時はゲームしない、などのポイントが分か
りやすく説明されている。 が支援した科学的な研究結果が教材の信頼度を高め
ている。
財源
設立から 年度までの 年間にギャンブル関連企業から に対して約 億円
が寄付されている ）。前節と同様に仕分け表を作成して収支の分析をおこなう。
）収入
は 年度に収入約 万円、次年度には収入 億円を得て活動をした。事
業別収入を下表に整理した。
資産売却関連の収入が前年度比 倍になったこと、そして資金調達イベントである夕
食パーティー（ ）による収益を 倍に拡大できたことによって、 年度
の総収入をたった一年の間で 倍に押し上げることができた。倍増は、 年度より
研究助成金事業を 倍程度に引き上げるとした方針に沿った取り組みであると推測でき
る。
と比較するために資産売却関連の収入を差し引いたうえで総収入における寄
付収入の比率をみてみると 年度で ％、 年度で ％となる。 の特性と
は逆で、収入の大部分を事業収入によって捻出しているように映る。
しかし、夕食パーティーとゴルフイベントは上部団体的存在である が主体とな
る事業であり、 は共催者としての立ち位置である。イベント参加協力者のほと
んどがギャンブル関連企業である。 がギャンブル関連企業からこれまでに受け
取ってきた 億円をはじめとする収入はイベントを通じた間接的な寄付が大半を占めて
いたといえる。
夕食パーティーとゴルフイベントによる収益を寄付として換算すると、収入における
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の収入 （単位は 米ドル）
年度 年度
寄付と助成金
事業収入
（夕食パーティー ）
（コンフェレンス ）
（ゴルフコンペ ）
（夕食パーティー ）
（コンフェレンス ）
（ゴルフコンペ）
投資関連
（資産売却益を含む） （資産売却関連 ） （資産売却関連 ）
その他の収入
収入合計
年度報告書を参考に著者が作成した。
寄付の割合は 年度が ％、 年度では ％となり、収入の大半を直接寄付、もし
くは間接的な寄付によって賄っている実情が明らかになってくる。
ギャンブル産業関連企業 社名が過去の寄付者一覧表にて紹介されている。より具体
的に寄付者の全貌をつかむために 年度の寄付者名と金額を下表にまとめた。海外で
統合リゾートを経営する大手カジノ運営企業はもとより米国内の著名なカジノ関連企業
から幅広く継続的な支援を受けていることがうかがえる。
）支出
収入と同様に支出も 年間で 倍増加して 年度は約 億 万円を支出した。支
出の 分の は赤字であるが、年間支出額の 倍以上ある資産によって財源が支えられ
ている。
年度寄付者一覧 （単位は 米ドル）
寄付額 寄付者名
のホームページ より抜粋。
複数年度にまたがる寄付額もあるため 年度会計の金額とは一致しない。
下表に事業と運営関連支出を示して使途をさらに詳しく分析する。
運営事業費が 倍以上に増大していることが支出総額倍増の主要因である。資金調達
事業に擁した費用は前年度の 倍となっている。研究助成をこれまでの 倍にする方針
を実現するための取り組み費用であったと考えられる。実際に、研究助成関連は 倍の
万円が支出された。
事業費が支出総額に占める割合は 割から 割となっており、人件費等の運営費用が
占める割合はとても小さく、その年度に調達できた収入の 割から 割が研究助成に費
やされている。ギャンブル産業が拠出する支援金をギャンブル依存問題に関する研究促
進のために有効活用することが の実体である。
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の収入 （単位は 米ドル）
年度 年度
支出総額
収支バランス
繰り越し資産
年度報告書を参考に著者が作成した。
資産の増減は収支バランスに反映していない。
事業関連支出 （単位は 米ドル）
年度 年度
事業関連支出総額
研究助成
コミュニケーション
コンフェレンス
啓発・教育
運営関連支出 （単位は 米ドル）
年度 年度
運営関連支出総額
運営管理費（人件費含む）
資金調達
比較分析
これまでの分析を基にギャンブル依存問題に関する代表的な事業を対象者別に下表へ
並べ、 団体の事業内容を簡潔に可視化する。
団体の活動目的はほぼ同じで、ギャンブル依存問題に苦しむ人とその家族を支援す
ること、ギャンブル依存全般への社会的認知を高めることである。目的達成のための戦
略的アプローチが異なっており、 は直接の回復支援と回復支援体制の強化を主
体的な役割としている。一方、 は予防や治療の質を向上させるための研究推進
と、ギャンブル依存に陥りにくいゲーム手法の普及に専念している。
財源の観点から両団体を比較すると、両団体ともにギャンブル関連企業・団体からの
支援金によって活動が支えられているといえる。 年度では、 の収入 ％が
寄付と助成金であり、 においても ％となっている ）。 の地域支部が独
自に受けている寄付も換算するとさらに大きな支援額となろう。企業・団体の支援が
あってはじめて社会的活動が継続できる構図となっている。キャンブル市場全体の規模
を勘案すれば、問題ギャンブル対策に割かれる額は少なすぎるという批判がある ）。し
かし、それは量の問題であり、構造的にはソーシャル・マーケティングを取り入れて意
義ある役割を企業が果たせる仕組みが整っているといえる。
ギャンブル産業は自分たちの営業に不利益となる調査研究がすすまないようにするた
めに資本を投じて研究テーマをコントロールしようとしているという指摘がある ）。
しかし、広がるギャンブルの合法化とそれに伴うギャンブル依存問題への懸念など変容
する社会環境において、営利を追求するだけのマーケッティング戦略だけでは生き残れ
ないという危機感から、社会環境の健全化に企業自らが乗り出したと受け止めるべきで
ある。さもなければソーシャル・マーケティングの進化という新しい現象を見逃すこと
対象者別事業内容
ギャンブル依存者向け
カウンセリング提供
電話相談
独自事業なし
関係者向け
カウンセラー認定制度
政策提言
研究者支援
社員研修支援
パブリック向け 啓発イベント 独自事業なし
になる。
日本のレッスン
戦略的ソーシャル・マーケティングのすすめ
世紀の会社経営において企業の社会的責任（ ）を果たそうとする取り組みは無
視できない経営要因にまで発展したといえる。会社紹介を閲覧すると温暖化対策や環境
保全への取り組みなど自社の社会貢献事業が必ず紹介されている。社会的責任を果たす
姿勢がなければ企業や産業は長期的な支持をマーケットから得られない時代となってい
る。 社による喫煙マナーに関する啓発事業は典型例であろう。
の内容によってはあらたな企業イメージが形成され、市場で優位に立つことも
できるようなる。同品質の商品・サービスが複数社より提供されている場合、消費者は
社会的に貢献しているとのイメージある企業の商品や店舗を選択する傾向が強くなると
いう調査結果がある ）。社会志向のソーシャル・マーケティングを積極的に取り入れて
社会問題の解決に貢献しようとする企業が増えている。収益の一部を 等に継続的
に寄付することによって自社のイメージを好感ある事業内容と重ねて定着させようとす
る手法などが一般的である。
しかし、市場で商的優位に立つ効果が期待でない、収益に余裕がないので慈善事業に
は参画できないと認識する企業も多く、社会貢献事業の普及には限界があることも事実
である。ここに、本業のビジネスを戦略的に支援するソーシャル・マーケティングの発
展ニーズが生まれた。成功例として化粧品会社（エイボン）がはじめたピンクリボン活
動 乳がんにさようならキャンペーン が有名である。寄付金つき口紅を販売するなど
して乳がんの早期発見や啓発事業を積極的に支援することによって好意的な企業イメー
ジを定着させ、本来ビジネスを支援することに成功している。 削減で地球環境に
優しいエコカーや電化製品への買い替えキャンペーンも進化したソーシャル・マーケ
ティングの範疇にはいる。自己のビジネスを戦略的に支援することを目的としたソー
シャル・マーケティングが 戦略的ソーシャル・マーケティング である。消費者（社
会）が望んでいる社会的価値を高められる商品やサービスを自己のビジネス分野におい
て開発提供すること、自己のビジネスに関連する社会問題の解決に真摯に取り組むこと
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などが特徴的な手法として挙げられる。
米ギャンブル産業による前出 団体への支援や責任ギャンブリングの実践も戦略的
ソーシャル・マーケティングの一環としてとらえることができる。営業を継続するため
には長期的な支持を社会から得る必要がある。そのためには、ギャンブル市場が消費者
と企業にとって健全であり続けるようするために、ギャンブル依存問題の実情に向き合
い、原因究明や予防、治療、大衆啓発などの取り組みを支援しているのである。
日本においても戦略的ソーシャル・マーケティングをギャンブル関連産業はさらに積
極的に取り入れるべきと考える。公営ギャンブル産業のリーダーシップにより社会貢献
を目的とする民間非営利団体が設立され、たくさんの慈善事業が多方面へ提供されてき
た。国際協力や国際交流の分野における取り組みは盛んであるが、ギャンブル依存に関
する研究や回復支援に関する取り組みは皆無である。これらギャンブル産業に関連する
社会貢献団体を通じてギャンブル依存問題に関する研究を目的とするプロジェクトの立
ち上げを提言する。あわせて、公営ギャンブル団体の役員が中心となってギャンブル依
存問題に関する実態調査を目的とする協議会を設立することを提言する。
ギャンブル産業ではないが、パチンコ業界はパチンコ依存問題に取り組む姿勢をもち
つづけきた。 法人 リカバリーサポート・ネットワーク が運営する電話相談事
業への支援を長年にわたりつづけている。業界団体の発行する機関紙では依存問題に苦
しんだ人の経験談を記載するなどして啓発に努めてきた。これからは、業界団体内に依
存問題に関する部局を設立して、継続的に実態と原因に関する調査を外部に委託できる
仕組みを整えるなど、依存問題への取り組みを強化すべきである。その部局では、 パ
チンコと長生き など自己の産業が社会的にどんな役割があるかを再発見できるような
研究プロジェクトを実践するのも一案であろう。公営ギャンブル市場もパチンコ市場も
ともに参加人口の減少傾向にあるが、戦略的ソーシャル・マーケティングの積極的活用
によって市場を活性化できる可能性がある。
今後の研究テーマ
ギャンブル合法化の歴史が浅いアジア諸国におけるケースを分析し、日本でのギャン
ブル合法化議論に活かすことも意義あることと考える。韓国のケースはギャンブル関連
施設が運営を開始したのちにギャンブル依存問題に関する機関が設立されたケースとし
て考察の意義がある。当初は外国人のみ利用可能なカジノ施設から合法化されたことも
あり、ギャンブル依存問題が社会的問題となってから機関が設立された。
シンガポールのケースは合法化が定まりギャンブル施設が開設される以前に、民間で
はなく国の機関であるエージェンシーとしてギャンブル依存問題に対応する組織が設立
されていたケースとして興味深い。他にも、依存問題に関するオーストラリア政府や州
政府の役割分担なども日本での議論に大いに参考になると考える。
まとめ
本稿では米国にある二つの団体を取り上げてギャンブル依存問題への取り組み実態を
考察した。ギャンブル産業の支援によってこれらの団体が成り立っており、戦略ソー
シャル・マーケティングによってギャンブル産業の取り組みを理論的に説明できること
も確認した。日本においては も のような団体も存在していないが、公営
ギャンブル産業とパチンコ産業が戦略的ソーシャル・マーケティングを積極的に採用し
て、ギャンブル依存とパチンコ依存に苦しむ人と家族を支援する役割を任じるべきと提
言した。今後は、日本でのギャンブル合法化議論に向けて、シンガポールや韓国、オー
ストラリアの取り組みを研究する重要性を指摘した。
冒頭に紹介した不正借入事件を引き起こした元会長は、 頭がおかしくなっていたと
思う。いや、あのころだって、どこかでおかしいと思っていた。それでも、自分で自分
をコントロールできなくなっていたのだから、やはり病気なのだろう。 とも回想して
いる ）。極度なギャンブル依存に陥ると、誰もが不正してまでギャンブル資金を得よう
とし、最後には大負けして破滅する、という典型的な依存パターンを社会認識として
もっていたら、もう少し早い段階で自己コントロールができたか、もしくはカウンセ
ラーに相談できたかもしれない。本人に自覚がなく、家族でさえも発見することが難し
いギャンブル依存問題に苦しむ問題ギャンブラーが 万人以上は存在すると仮定して
ギャンブル依存対策の実施と拡充をいそがなければならない。
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〔注〕
）井川意高（ ） 溶ける 双葉社 頁
）谷岡一郎（ ） ギャンブルフィーバー 中央公論社 頁
）井川意高（ ） 溶ける 双葉社 頁
）同上 頁
）谷岡一郎（ ） ギャンブル依存とは何か カジノ導入をめぐる諸問題 、大阪商業大学ア
ミューズメント産業研究所 頁
）フィリップ・コトラー、エデュアルト・ロベルト、塚本一郎監訳（ ） コトラー ソーシャル
マーケティング 丸善
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）著者が作成した表より試算した。 の収入割合は資産売却益等を除いた収入より試算した。
）
）
）東京商工会議所 企業経営委員会 ソーシャル・マーケティングの勧め 平成 年 月 東京商工
会議所
）井川意高（ ） 溶ける 双葉社 頁
